


































































































産業Ⅰ x11 x12 x13 F1 E1 M1 X1 
産業Ⅱ x21 x22 x23 F2 E2 M2 X2 
産業Ⅲ x31 x32 x33 F3 E3 M3 X3 
粗付加価値 V1 V2 V3 








農林水産業 13,671 21,772 18,421
鉱業 156 248 210
食料品 16,624 26,475 22,399
化学製品 39,448 62,824 53,154
石油・石炭製品 926 1,475 1,248
窯業・土石製品 6,021 9,589 8,113
鉄鋼 29,550 47,061 39,817
非鉄金属 8,886 14,152 11,974
一般機械 41,995 66,881 56,586
電気機械 42,057 66,980 56,669
輸送機械 768 1,223 1,034
その他の製造工業製品 75,995 121,031 102,400
建築 92,169 146,789 124,193
電力・ガス・熱供給 564 898 760
水道・廃棄物処理 15,201 24,208 20,482
商業 156,445 249,156 210,802
金融・保険 34,225 54,508 46,117
不動産 82,536 131,448 111,213
運輸 39,945 63,617 53,824
情報通信 54,846 87,349 73,903
公務 53,046 84,481 71,476
教育・研究 269,733 429,579 363,452
医療・保健・社会保障・介護 83,534 133,037 112,558
対事業所サービス 94,284 150,157 127,043
対個人サービス 88,103 140,314 118,715












































































人口（人） 191,582 307,298 307,298
総CO2排出量（t） 2,513,142 4,701,877 3,776,969
一人当たりCO2排出量（ｔ） 13.12 15.30 12.29












◎貢献度が大 ○貢献度が中 △貢献度が小 
推進する主体 対応する部門の削減効果 


























市民生活 △ ○ ◎ △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
事業活動 ○ ○ ○ ◎ △ △ △ △ △ △ 











○ ○ ○ ◎ ○ △ △ △ 
“りんりんつくば”
の展開 
ー ー ◎ ○ △ ○ ○ △ ◎ 
低炭素市内交通
ネットワーク 










○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ △ ○ 
バイオマス利活
用 
○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ △ ○ 











◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ 
エネルギー使用
合理化への誘導 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ 
リーディングプロ
ジェクト 




機器 削減割合 機器 削減割合 機器 削減割合
エアコン 14.0% ガスストーブ 1.0% 乗用自動車 27.0%
冷蔵庫 8.9% ガス給湯器 6.8%
照明機器 10.1% ガス調理機 5.0%
テレビ 5.6%
温水洗浄便座 1.0%































目標達成に必要な削減量 ２６８．６ １７６．１ 
（１）低炭素意識の環境教育 ▲１６．８ （ ６．２％） ▲１６．８ （ ９．６％） 
（２）低炭素新交通体系 ▲１６．４ （ ６．１％） ▲１３．０ （ ７．３％） 
（３）低炭素田園都市 ▲ ５．８ （ ２，２％） ▲ ４．５ （ ２．６％） 
（４）実験低炭素タウン ▲１４．２ （ ５．３％） ▲１３．８ （ ７．８％） 






























































































































合計 7.08×109 [kWh], 割合 36 ～39％ 
HP最大導入ポテンシャル[kWh] 
合計 4.06×109 [kWh], 割合12〜31％ 
PV最大導入ポテンシャル[kWh] 
茨城県市町村別CO2削減ポテンシャル（平均日射） 
32 （地図内の数字、青枠内の削減割合は、現在の排出量からの削減割合を表す）  
合計 180 万トン、削減割合 20〜22 ％ 合計 117 万トン、削減割合 7〜20 ％ 
33 
住宅における経済性・環境性分析のケース設定 
ケース 冷房 暖房 給湯 
現行 普及型エアコン 灯油 ガス 
高効率 高効率エアコン 高効率エアコン ガス 




PV-B 48 [円/kWh] で余剰電力を買い取り 
建物の延床面積・PV設置量として、以下のケースを設定 
延床面積 冷暖房機器設置台数 PV設置量 
30坪 3 3kW 
40坪 4  4kW 




•  高効率ケースはトータルコストで有利、48 [円/kWh] の余剰電力買取（ケースB） 
   でコスト負担増を大幅に抑制（他の延床面積での試算結果も同じ傾向） 
•  PV導入時の日射量の多寡によるコスト差→最大13％ 




































































    新エネルギー普及評価手法の開発 





























∙ 𝑃𝑡  
 𝑥𝑛𝑗
𝑗∈𝑃𝑙𝑎𝑛𝑡
= 1,∀𝑛 ∈ 𝑁 














= 𝑁𝑝  





稲わら  321,000 t/yr エタノール化  
木質系     84,700 t/yr 発電（ボイラー、ガス化） 









  の設置候補地点 



























































































































  ＋0.2億円（補助金なし） 
● ＣＯ２排出削減分の収入（炭素クレジット）を設けた場合の利益 
  ー稲わらエタノール化事業では1.8%の改善 
  －木質系発電事業では9.1-9.7%の増加 
  －鶏ふん発電事業では6.7%の増加 
 
 
 
ご静聴ありがとうございました。 
